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　社会の持続可能な発展を目指し、循環型社会を実現す
るためには、長期的な展望に基づいた環境基本計画が必
要と考え、当社は、2002年に「TDK環境活動2010」を
策定しました。2005年12月には、「TDK環境活動2015」
として全面改訂し、新たな長期目標の設定と環境活動の
グローバル展開を盛り込んだ、具体的活動項目5つを設

当社では、TDKグループ全体の環境方針として、「環境基本理念」と「環境方針」からなる
「TDK環境憲章」を制定し、社会の持続可能な発展を目指しています。
これに基づき、具体的な活動の基本計画として「TDK環境活動2015」を策定し、実践に努めています。

E n v i r o n m e n t a l  R e p o r t

環境方針・環境ビジョン

環境ビジョン
 「TDK環境活動2015」

企業情報➡CSR活動➡環境方針・環境ビジョン  http://www.tdk.co.jp/csr/csr03100.htm
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　当社は各種部品の製造のために、主原材料として金属
やその酸化物を使用しています。これらの主な原材料は
世界各地の鉱山から産出される鉱石等を利用してつくら
れています。鉱山開発はともすれば、景観の破壊、森林
資源の伐採やそれによる水資源の変質、ひいては生態系
に悪影響を及ぼす恐れもあります。失われた生態系は取
り戻すことはできません。製造業として原材料の使用を
やめることはできませんが、生態系への影響を少しでも
緩和するために、植林活動による森林資源や水資源の保
護をすすめています。
　また、製造した部品は多くの紙資源を使用する事務機
器にも使用され、間接的に森林資源を利用していると認
識しています。この点を考慮し、植林活動は当社にとっ
ても重要と考えています。

豊かな自然、
多彩な生態系を守るために

※主な自然保護活動の実績はWEBをご覧ください。
 http://www.tdk.co.jp/csr/csr05300.htm
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　当社の部品は多くの映像機器、録画機器にも利用され
ています。私たちがすばらしい自然美や神秘に満ちた動
植物の生態を映像に撮り、記録に残すのは人間としての
本質的な欲求です。当社は美しい自然を次世代に引き継
ぐことが大切と考え、各地でさまざまな自然保護活動を
行っています。
　当社は従業員一人ひとりが、生産活動に伴う環境への
影響や企業活動と環境との関わりを考え、豊かな地球環
境の保全に努めていきます。

定し、TDKグループ全体がその達成に向け取り組んでい
ます。
　活動項目や目標値は、環境活動の実績に基づき毎年見
直しを行ない、より高いレベルでの活動推進を目指して
います。
　2009年度より、サイトでの具体的施策を環境マネジ
メントシステム上で展開することを目的として、活動項
目を一部見直しました。

1  環境マネジメントシステムの向上

2  温暖化対策

3  排出物対策

4  環境リスク管理

5  環境配慮型製品の創出推進

～2008年度

1　温暖化対策

2　排出物対策

3　環境リスク管理

4　対外環境活動

5　環境配慮型製品の創出推進

2009年度～
この環境憲章は、全世界のTDKグループ各組織に適用する。

T D K 環 境 憲 章

環境基本理念
TDKグループは、社会の持続可能な発展のために、地球環境との共生が重要な経
営課題の一つと認識し、その実現に向けた行動を、あらゆる事業活動の中で、全
員で実行する。

環境方針
TDKグループは、『環境基本理念』に基づき、より健全な地球環境を次世代に継
承するために、迅速かつ効果的な環境保全活動を、全員参加で推進する。

1　環境活動を推進するための体制整備と責任所在の明確化を図るとともに、 
経営層はこの方針を実現するために必要な経営資源の提供を行う。

2　ライフサイクルに配慮した製品及びサービスの創出と　　　　　　　　
市場への供給を通じて、社会に貢献する。

3　それぞれの地域における環境関連の法規及び　　　　　　　　　　　　
その他の同意事項を遵守するとともに、法規制値遵守や化学物質管理の　
ために必要な自主基準を設定し、管理水準の向上を図る。

4　環境マネジメントシステムを効果的に機能させ、　　　　　　　　　　　
環境方針を実現するために、環境目的・目標を設定、実行し、　　　　　
継続的な環境負荷低減と汚染の予防を図る。

5　環境に関する定期的な監査を実施し、環境マネジメントシステム及び  
関連するパフォーマンスの継続的改善を行う。

6　環境活動に関する情報を開示し、地域・社会とのコミュニケーションを　
図る。

7　行政や地域社会などの環境に関する活動に積極的に参画する。
8　環境方針、環境目的・目標及び環境マネジメントシステムは、   
定期的かつ必要に応じ見直す。

～この環境憲章は、必要に応じ、どなたにでも提供いたします。～
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